
○龍ケ崎市防災士研修費等補助金交付要綱 

平成２４年４月９日 

告示第８１号 

改正 令和２年３月１６日告示第３５号 

令和５年３月３１日告示第７３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、防災力向上のために地域の防災リーダーとして活

動し、市の防災事業に貢献する防災士を育成するため、防災士の資格

取得に対する補助金の交付について、龍ケ崎市補助金等交付規則（平

成１５年龍ケ崎市規則第１７号）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「防災士」とは、自助、互助及び協働を原則

として、社会の様々な場で、防災力向上のための活動が期待され、か

つ、そのために十分な意識、知識及び技能を有する者として、特定非

営利活動法人日本防災士機構（以下「日本防災士機構」という。）で

認証登録された者をいう。 

（任務） 

第３条 この要綱により防災士の認定登録を完了した者は、次に掲げる

事項を自己の任務として活動するよう努めるものとする。 

(1) 平常時 防災意識の啓発に当たるほか、災害時に備えて自助・共

助活動等の訓練及び防災予防に努めること。 

(2) 災害発生時 消防、警察、自衛隊等の公的支援が到着するまでの

間の被害拡大を軽減するために、初期消火、救災救助、避難誘導等

を効果的に行うこと。 

(3) 災害発生後 災害対策本部及び災害ボランティアと協働して避

難所運営をはじめとする被災者支援のために活動すること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、日本防災士機構が認証する

研修機関で実施する防災士研修講座（以下「講座」という。）の受講

料並びに日本防災士機構が実施する防災士資格取得試験受験料及び防

災士認証登録申請料とする。ただし、対象となる経費は、初回のみと



する。 

（補助対象者） 

第５条 補助金交付の対象となる者は、龍ケ崎市に住所を有する者で、

講座を受講し、日本防災士機構で防災士として認証登録を受けようと

する者とする。ただし、申請時において、市民税、固定資産税・都市

計画税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料及び下水道使用料

を滞納している者は除くものとする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、１万２，０００円を限度とする。 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）

は、講座受講前に龍ケ崎市防災士研修費等補助金交付申請書（様式第

１号）を市長に提出するものとする。 

２ 前項の申請は、当該年度における定員に達した時点で締め切るもの

とする。 

（交付の決定） 

第８条 市長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査

し、補助金の交付の適否を決定するものとする。 

（決定の通知） 

第９条 市長は、補助金の交付の決定をしたときは、龍ケ崎市防災士研

修費等補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知する

ものとする。 

（完了報告） 

第10条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助決定者」という。）

は、防災士の認証登録を完了したときは、速やかに龍ケ崎市防災士研

修等認証登録完了報告書（様式第３号）に、第４条に規定する対象経

費の支払を証明する書類及び防災士認証状の写しを添えて当該年度の

３月３１日までに市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第11条 市長は、龍ケ崎市防災士研修費等補助金請求書（様式第４号）

により補助金の請求があったときは、補助決定者に対し補助金を交付

するものとする。 



（報告） 

第12条 市長は、必要があると認めたときは、補助決定者に対し補助金

の使途の状況について報告を求めることができる。 

（取消し及び返還命令） 

第13条 補助決定者が交付決定の内容に違反したときは、補助金の全部

又は一部を取り消すことができる。 

２ 市長は、補助金の交付の決定を取り消したときは、当該補助決定者

に対してその理由を示さなければならない。 

（補則） 

第14条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

付 則（令和２年３月１６日告示第３５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日前に行った申請に係る補助金の額については、

改正後の第６条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

付 則（令和５年３月３１日告示第７３号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

 


